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個人金融資産動向：2026 年第 1 四半期 
－資産残高は減少に転じるも有価証券への資金流入は継続－ 

 

中村 美江奈、加藤 雅貴 

 

▮ 要 約 ▮ 

1. 日本銀行「資金循環統計」によれば、2026 年第 1 四半期末（3 月末）時点の個

人金融資産残高は 2,385 兆 6,622 億円となり、前期比で減少に転じた（前期比

0.4％減、前年同期比 7.1％増）。2026 年第 1 四半期（1～3 月）において、現

金・預金は前期比1.2％減で、個人金融資産残高に占める比率は47.2％となり、

4 四半期連続で 50％を下回った。また、中東情勢を巡る不透明感等から株式市

場が軟調に推移したことなどを背景に、株式等は前期比 2.5％増と伸び率が鈍

化し、投資信託は前期比 0.5％減となった。 
2. 2026年第 1四半期（1～3月）中の動きを見ると、「現金・預金」は 13.5兆円の

資金純流出となった。また、リスク性資産では「債務証券」が 13四半期連続、

「投資信託」が 24四半期連続の資金純流入となり、有価証券への資金流入が継

続している。「上場株式」は売りと買いが交錯する中で 2,272 億円の純流出と

なった。 
3. 昨今、個人によるプライベートアセットへの投資を促進する制度整備を進め

る動きが見られる。公募投資信託の分野においては、政府・与党は、欧州の

制度等を参考にした、新たなリテール向け投資信託の枠組みの創設を検討し

ている。 
4. 現状、プライベートアセットを組み入れた公募投資信託の 2025年末の純資産総

額は、1 兆 3,201 億円に上り、2024 年末時点から 3.2 倍に増加している。一方、

認知度はまだ低く、投資経験者は少ない。制度整備にあたっては、投資家保護

を十分に考慮すると共に、個人投資家が適切な投資判断を下すための金融経済

教育も重要となろう。 
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・大川隼人「個人金融資産動向：2025 年第 4 四半期－3 四半期連続で資産残高は過去最高を更新－」『野村資

本市場クォータリー』2026 年春号。 
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Ⅰ 資金循環統計から見る個人金融資産の概況 

2026 年 6 月 25 日に日本銀行（日銀）が公表した「資金循環統計（速報）（2026 年第 1

四半期）」によると、2026 年第 1 四半期末（3 月末）時点の個人金融資産残高は 2,385 兆

6,622 億円となり、前期比で減少に転じた（前期比 0.4％減、前年同期比 7.1％増）。その

要因として、まず、現金・預金が季節要因による流入減を受け前期比 1.2％減となったこ

とが挙げられる（図表 1）。現金・預金が個人金融資産残高に占める比率は 47.2％となり、

4 四半期連続で 50％を下回った1。また、2026 年第 1 四半期（1～3 月）において、中東情

勢を巡る不透明感等から株式市場が軟調に推移したことなどを背景に有価証券の残高が伸

び悩んだことも一因として言え、株式等は前期比 2.5％増と伸び率が鈍化し、投資信託は

同 0.5％減となった。なお、前年同期比では、個人金融資産残高は 7.1％増加しており、特

に有価証券の伸び（債務証券：前年同期比 14.4％増、株式等：同 28.6％増、投資信託：同

25.7％増）がけん引する形となっている。 

図表 1 個人金融資産残高の内訳（2026 年 3 月末） 

 

（注） 1. 2019～2025 年は各年末の値。 
    2. 表は四捨五入した値を表示。 
（出所）日本銀行より野村資本市場研究所作成 

 

 

 
1  資金循環統計の遡及改定により、2025年第 2四半期の現預金比率が 50.3％から 49.6％となっている（日本銀行

「資金循環統計の遡及改定について」2026 年 6 月 25 日）。 
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Ⅱ 主な金融資産を巡る動向 

図表 2 は、四半期ごとの主な金融資産の純流出入（フロー）の動きを示している。2026

年第 1 四半期（1～3 月期）を中心とする足元の動向は以下の通りである。 

 

１．現金・預金：定期性預金は流入傾向が続く 

2026年第 1四半期の「現金・預金」は 13兆 5,129億円の資金純流出であり、前年同期の

14 兆 9,146 億円に迫る水準であった。例年 1～3 月期は賞与支給月を含まないため資金流

入が落ち込む傾向にある。また、2026 年 1～3 月期の消費支出が世帯収入の増加に比して

落ち込んだ2ことを踏まえると、消費以外の要因、例えば有価証券への資金シフト（後述

参照）などが現金・預金の流出に一定の影響を与えたものと考えられる。また、現金・預

金のうち、定期性預金は 2,022 億円の純流入となった。定期性預金は 2016 年第 1 四半期か

ら 2024 年第 3 四半期まで一貫して純流出となっていたが、2024 年第 4 四半期に純流入に

転じて以降は、定期預金金利の上昇を背景に今期を含む 6 四半期中 4 四半期で純流入を記

録している。 

図表 2 主な金融資産における資金純流出入（四半期ベース）

 
（出所）日本銀行より野村資本市場研究所作成 

 

 

 
2  2026 年 1～3 月期の勤労者世帯（二人以上世帯）における実収入は前年同期比（実質）＋2.5％であった一方、

消費支出は同－1.5％であった（総務省「家計調査 2026 年（令和 8 年）1～3 月期平均」2026 年 5 月 12 日）。 
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２．債務証券：13 四半期連続の純流入 

2026 年第 1 四半期の債務証券は 1 兆 9,684 億円の資金純流入となり、13 四半期連続の純

流入となった。個人が保有する債務証券残高のうち、5割超を占める「国債」は 1兆 6,787

億円の資金純流入となり、個人向け国債の利率の上昇が、引き続き個人投資家の関心を集

めているとみられる。変動 10 年国債の初回適用利率は 2025 年 9 月募集（10 月発行）分以

降、1％を超えて推移している（図表 3）。また足元では、固定 5 年国債の利率が変動 10 

年国債の初回適用利率を上回って推移していることから、販売額も固定 5年国債が変動 10

年国債を上回り、全体の販売額の 5 割超を占めている3。加えて、2026 年 5 月 26 日に開催

された財務省「国の債務管理に関する研究会4」や同年 6 月 30 日開催の日本成長戦略会議

（第 6 回）で公表された「日本成長戦略（案）5」など、個人向け国債の商品性の見直し

や新商品の導入に向けた検討も進められており、今後の議論の進展が注目される。 

債務証券残高のうち、約 3 割を占める「事業債」は 493 億円の資金純流入となった。

2022 年までは個人が保有する事業債残高は横ばいで推移していたが、市場金利の上昇を

背景に 2023 年以降は増加基調となり、2025 年 12 月末時点で初めて 10 兆円を突破し、引

き続き堅調に推移している（図表 4）。また、ロンドン証券取引所グループ（LSEG）の

データによれば、2026年 1～5月のリテール向け社債の発行額（払込日ベース）は 8,070億

円であった。過去最高の発行額を記録した 2025 年は 1～5 月の発行額が 1 兆 10 億円であ

り、それには届かないものの堅調に推移している（図表 5）6。 

図表 3 個人向け国債の販売額と利率の推移 

 
 

 
3  例えば、2026年 5月募集（6月発行）分では、固定 5年国債の利率は 1.89％、販売額は 4,025億円であった一方、変

動 10年国債の初回適用利率は 1.67％、販売額は 2,073億円であった（財務省「個人向け国債の発行額の推移」）。 
4  財務省「国の債務管理に関する研究会（第 10 回）議事要旨」2026 年 5 月 26 日。 
5  内閣官房「日本成長戦略（案）」日本成長戦略会議（第６回）資料、2026 年 6 月 30 日。 
6  LSEG がリテール向けと分類した円建て社債の発行金額の合計。2025 年 1～5 月の発行額は 1 兆 10 億円。 
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   図表 4 個人が保有する事業債残高          図表 5 リテール向け社債の発行金額の推移

  
（出所）日本銀行より野村資本市場研究所作成 

 
 
 
 
 

３．上場株式：売りと買いが交錯する中で純流出 

2026 年第 1 四半期の「上場株式」は 2,272 億円の純流出となった。2026 年 1～3 月の株

式市場を概観すると、1～2 月にかけて日経平均株価が過去最高値（当時）を更新するな

ど上昇基調にあったが、3 月に入ると中東情勢を巡る不透明感などにより一転し、58,057

円（3 月 2 日終値）から 51,063 円（3 月 31 日終値）に下落するなど軟調に推移した。その

ような中、同四半期は、上昇局面における利益確定の売りと下落局面における買いの双方

が見られた。 

株式市場（東京・名古屋証券取引所）における個人部門の売買状況を見ると、月間売買

代金の平均は、2022 年は 28.8 兆円、2023 年は 37.4 兆円、2024 年は 52.6 兆円、2025 年は

62.7 兆円、2026 年 1～5 月は 92.1 兆円と増加してきている（図表 6）。売買代金で見る個

人部門の市場シェアは、2022 年は 23.1％、2023 年は 25.3％、2024 年は 27.1％、2025 年は

28.3％へと上昇してきており、個人投資家の存在感は高まっていると言えよう。ただし、

2026 年 1～5 月は海外投資家による売買が拡大する7中で、個人投資家のシェアはやや低下

し 26.9％となっている。 

また、個人部門の株式売買差額を見ると、2026 年 3 月の株価下落局面においては、1 兆

5,835 億円の買い越しとなり、2025 年 2 月以来の 1 兆円超の買い越しを記録した。その後

2026 年 4～5 月は利益確定の売りが優勢となり、売り越しで推移している（図表 7）。 

 
7  株式市場（東京・名古屋証券取引所）における海外投資家部門による売買代金のシェアは、2025 年の 64.9％

から 2026 年 1～5 月は 66.6％に上昇している。 
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（出所）LSEG より野村資本市場研究所作成 
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図表 6 株式市場における個人部門の売買状況

 

                      （注） 1. 二市場（東京証券取引所と名古屋証券取引所）の合計。 
   2. 個人のシェアは委託合計額に占める割合。現金と信用取引の合計。 
   3. データは 2026 年 5 月までを表示。 

（出所）日本取引所グループより野村資本市場研究所作成 
 

図表 7 投資部門別の株式売買状況 

 
（注） 1．二市場（東京証券取引所と名古屋証券取引所）の合計。 
    2．プラスは買い越し、マイナスは売り越しを示す。 
（出所）日本取引所グループより野村資本市場研究所作成 
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４．投資信託：純流入、1 月の資金純増額は過去最高 

2026 年第 1 四半期の「投資信託」は 4 兆 7,403 億円の資金純流入となり、24 四半期連続

の純流入となった。 

公募株式投資信託（除く ETF〔上場投資信託〕）への資金流入を資産運用業協会のデー

タで見ると、資金増加額（設定額－〔解約額＋償還額〕）は 2026年 1月に過去最高の 2兆

7,507億円に達した後も、継続して 1兆円を超える高い水準で推移しており、特に、同年 3

月には、再び 2 兆円超の純流入を記録している。同月は弱含みの株式市場の影響から株式

投資信託のパフォーマンスも低調に推移していたが、こうした局面でも個人が積極的に買

い向かう動きが見られた（図表 8）。 

投資信託市場における個人資金の流入先の大部分は、2025 年に引き続き、世界または

米国の株式指数を対象とするインデックス投信となっている。2026 年 1～3 月の資金純増

額ランキングを見ると、首位には「eMAXIS Slim 全世界株式（オール・カントリー）」、

2 位に「eMAXIS Slim 米国株式（S&P500）」とインデックス投信が並んでいる（図表 9）。

また、今四半期も 2025 年に引き続き、グローバル株式に投資する投資信託などへの選好

が見られ、インフレリスクや地政学リスクを踏まえつつ分散投資を図ろうとする動きも窺

える。 

図表 8 株式投信（除く ETF）の資金流出入

 
（注） データは 2026 年 5 月までを表示。 
（出所）資産運用業協会より野村資本市場研究所作成 
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図表 9 投資信託の資金純増額ランキング

 
（注） 1. 対象は追加型公募投信（ETF は除外）。 
    2. 単位は億円（億円未満切捨て）。 
    3. 積立、成長は、それぞれ NISA（少額投資非課税制度）のつみたて投資枠、成長投資枠の対象商品。 
（出所）資産運用業協会より野村資本市場研究所作成 

 

一方、中東情勢を受けて地政学的緊張が高まる中、2026年 3月においては、特に国内型

への資金流入が目立ち、同月の資金純増額ランキングでは、国内型の投資信託が上位 10

ファンドのうち半数を占めた8。同月中に日経平均株価（終値）が 5 万 8,000 円台から 5 万

1,000 円台まで下落する中で、日経平均株価に連動するインデックス投信などへの押し目

買いが膨らんだものと考えられる。 

ラップ口座については、資産運用業協会によると、2026 年 3 月末時点の契約件数は 205

万 9,078件、契約金額は 27兆 245億円となり、いずれも過去最高となっている（図表 10）。

時価の影響を受ける金額のみならず契約件数も増加ペースが維持されており、投資の裾野

が拡大している様子が見て取れる。 

 
8  2026 年 3 月の資金純増額ランキングの上位 10 ファンド（同月に新規設定・償還されたファンド及び ETF を除

く）のうち、4 位「日経 225 ノーロードオープン」（AM-One）、6 位「楽天日本株 4.3 倍ブル」（楽天）、7
位「eMAXIS Slim 国内株式（日経平均）」（三菱 UAM）、9 位「eMAXIS Slim 国内株式（TOPIX）」（三菱

UAM）、10 位「ノムラ・ジャパン・オープン」（野村）、と国内型が半数の 5 ファンドを占める（資産運用

業協会「投信総合検索ライブラリー」）。 

ファンド名 投信会社 資金純増額 積立 成長 ファンド名 投信会社 資金純増額 積立 成長

1
eMAXIS Slim 全世界株式

（オール・カントリー）
三菱UAM 24,541 ● ●

eMAXIS Slim 全世界株式
（オール・カントリー）

三菱UAM 11,983 ● ●

2
eMAXIS Slim 米国株式

（S&P500）
三菱UAM 19,432 ● ●

eMAXIS Slim 米国株式
（S&P500）

三菱UAM 5,945 ● ●

3
インベスコ 世界厳選株式オープン

＜為替ヘッジなし＞
（毎月決算型）

インベスコ 14,188 - -
インベスコ 世界厳選株式オープン

＜為替ヘッジなし＞
（毎月決算型）

インベスコ 4,138 - -

4

フィデリティ・グロース・
オポチュニティ・ファンド Dコース

（毎月決算・予想分配金提示型・
為替ヘッジなし）

フィデリティ 6,259 - - ピクテ・ゴールド（為替ヘッジなし） ピクテ 2,503 - ●

5 iFreeNEXT FANG+インデックス 大和 4,508 ● ●

フィデリティ・グロース・
オポチュニティ・ファンド Dコース

（毎月決算・予想分配金提示型・
為替ヘッジなし）

フィデリティ 1,981 - -

6 ピクテ・ゴールド（為替ヘッジなし） ピクテ 4,435 - ●
WCM 世界成長株厳選ファンド

（予想分配金提示型）
朝日ライフ 1,257 - -

7

アライアンス・バーンスタイン・
米国成長株投信 Dコース

毎月決算型（為替ヘッジなし）
予想分配金提示型

アライアンス 3,246 - -
eMAXIS Slim 国内株式

（TOPIX）
三菱UAM 1,237 ● ●

8
楽天・プラス・S&P500
インデックス・ファンド

楽天 3,080 ● ● ROBOPROファンド SBI岡三 1,193 - ●

9
フィデリティ・グロース・

オポチュニティ・ファンド Bコース
（為替ヘッジなし）

フィデリティ 2,620 - ● 三菱UFJ　純金ファンド 三菱UAM 1,159 - ●

10 三菱UFJ　純金ファンド 三菱UAM 2,571 - ●
楽天・プラス・オールカントリー

株式インデックス・ファンド
楽天 1,085 ● ●

2025年（1～12月） 2026年（1～3月）
順位



個人金融資産動向：2026年第 1四半期 －資産残高は減少に転じるも有価証券への資金流入は継続－ 

 

 157 

図表 10 ラップ契約金額と件数の推移 

 
（注） データは 2026 年 3 月までを表示。 
（出所）資産運用業協会より野村資本市場研究所作成 

５．外国資産：外貨建資産比率は前期比では微減 

2026 年第 1 四半期の外国資産は、「外貨預金」が 1,124 億円の純流入、「対外証券投資」

が 7,737 億円の純流入となった。 

個人が保有する外貨建資産残高は、筆者の試算9によると 114.6 兆円となり、外貨建資産

が個人金融資産に占める割合は、2026 年 3 月末時点で 4.8％であった（図表 11）。いずれ

も前期比ではやや減少・低下しているが、これは、2026年 3月の株安の影響により、対外

証券投資と外貨建投資信託の残高がそれぞれ減少したことによるものと考えられる。 

図表 11 個人が保有する外貨建資産と個人金融資産に占める割合 

 
（出所）日本銀行および資産運用業協会より野村資本市場研究所作成 

 
9  外貨預金、対外証券投資、外貨建投資信託の合計。外貨建投資信託は、資産運用業協会の公表データから公

募株式投信のうち外貨建純資産総額が占める割合を算出し、資金循環統計における家計の投資信託残高にこ
れを乗ずることによって算出している。 
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Ⅲ 個人によるプライベートアセット投資の現状と展望 

個人によるプライベートアセットへの投資機会が徐々に増加している。米国を始めとす

る諸外国では、分散投資やリターンの向上を図り、また成長資金の供給を促進する観点か

ら、国を挙げて個人の金融資産をプライベートアセットに振り向ける政策が採られている。

日本においても、例えばプライベートアセットを組み入れる投資信託に関する規制緩和の

方向性が示されている。 

 

１．プライベートアセットとは 

プライベートアセットとは、一般的に、証券取引所等の公開市場で取引されていない資

産を意味する。具体的には、非上場株式、いわゆるプライベート・エクイティや、プラ

イベート・クレジット10、不動産やインフラ等の実物資産（リアルアセット）等が含ま

れる。直近、その規模は増加傾向にあり、2025年時点ではグローバルで約 15兆ドルに上

り、そのうちの 71％をプライベート・エクイティが占めている（図表 12）。 

プライベートアセットへの投資のメリットとしては、上場株式や債券などの伝統的な資

産との違いから、ポートフォリオ全体のリスク分散効果や、上場銘柄以上に高いリターン

を創出するポテンシャルが期待されている11。他方、開示される情報が限定的であり、投

資家は十分な情報に基づいた投資が難しいこと、ボラティリティが高く、流動性が低くす

ぐに換金できないという商品性が挙げられる。さらに、一般的にプライベートアセットは、

最低取引額が高く設定されるため個人による投資が困難であること、取引手数料も高いと

いったデメリットが挙げられる。 

図表 12 グローバルにおけるプライベートアセットの規模と推移（予測） 

  
（出所）OCORIAN, “Global value of private assets held in funds rises 15.4% to another  

all-time high of $14.9 trillion,” February 12, 2026 より野村資本市場研究所作成 
 

10  プライベート・クレジットは、ノンバンク等の従来型の銀行以外の金融機関が、事業開発会社（Business 
Development Company〔BDC〕：非上場銘柄もしくは小型上場株に投資するクローズドエンド・ファンド）等
の形で集めた資金を借り手に対して直接貸し出す仕組み。 

11  Schroders, “Institutional Investor Study 2022.”  
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２．プライベートアセット投資を促進する動き 

プライベートアセットへの投資は、公開市場で流通する金融商品とは異なり、透明性が

低く、複雑でリスクが高いことから、機関投資家を中心に取引が行われていたが、昨今諸

外国では、個人投資家による投資を促進する動きが出始めている。米国では、2025年 8月

7 日にトランプ大統領が、米国民の退職資産で中心的な役割を果たす確定拠出型年金

（DC）、401(k)プランの加入者によるプライベートアセット投資を促進する大統領令に

署名した。欧州では、2015 年に創設したプライベートアセットへの投資を目的とする欧

州長期投資ファンド（ELTIF）について、より幅広い個人による投資を促進するべく 2024

年に規制緩和を行っている。英国でも、2021 年にプライベートアセットへの投資比率を

50％以上に定めた長期資産ファンド（LTAF）を創設した他、DC スキームに対してプライ

ベートアセットへの投資を促進・義務化する動きや、個人に対して税制優遇による投資促

進を図る動きが見られる（図表 13）。 

図表 13 個人投資家によるプライベート投資を促す諸外国の主な政策 

国・地域 概要 

米国  2025 年 8 月 7 日、トランプ大統領が 401(k)プランの加入者によるプライベートアセット投資を促

進する「401(k)プラン投資家によるオルタナティブ資産へのアクセスの民主化」と称する大統領令

に署名 

 2026 年 3 月 30 日、大統領令を受け、米労働省が新規則案「指定投資選択肢の選定における受

託者責任（Fiduciary Duties in Selecting Designated Investment Alternatives）」を発表。6 つの要

素（①パフォーマンス、②手数料・費用、③流動性、④評価、⑤ベンチマーク、⑥複雑性）に基づ

いて適切な商品を選択する場合、プラン受託者は受託者責任を果たしたとする「セーフハー

バー」の適用を可能としている。同規則案は 6 月 1 日まで意見募集を行い、4 万件以上のコメン

トが寄せられた 

欧州  2023年2月14日、より幅広い投資家による利用を企図し、欧州議会は2015年に導入したELTIF

を改正する ELTIF2.0 を可決（2024 年 1 月 10 日発効） 

 主な緩和事項：最低投資額（1 万ユーロ）要件や投資前アドバイス提供義務の撤廃、投資対象の

拡大、適格資産（プライベートアセット）組み入れ比率の引き下げ（70％以上から 55％以上）等 

英国 ①個人投資家向けファンドの創設 

 2021 年 11 月 15 日、英金融行為規制機構（FCA）は、プライベートアセットの組み入れ比率を

50％と定める新たなファンドの枠組みである LTAF を導入 

 プライベートアセットの組み入れ比率を 50％以上に定める新たなファンド。販売対象は、機関投

資家の他、一定の条件を満たす個人投資家、年金加入者等の一部個人投資家に限定 

②年金基金に対するプライベートアセット投資の促進 

 2023 年 7 月 10 日、主要な DC 年金プロバイダー（11 社・団体）が、英政府主導の下、2030 年ま

でにデフォルトファンド資産残高の 5％以上を未上場株式に投資することを約束する「マンション

ハウス・コンパクト」に署名 

 2025 年 5 月 13 日、DC 年金プロバイダー17 社・団体は 2030 年までにデフォルトファンド資産残

高の 10％（そのうち 5％は国内資産）をプライベートアセットに投資することを約束する「マンショ

ンハウス・アコード」に署名 

 2026 年 4 月 29 日英年金スキーム法成立、DC 年金スキームに対し、プライベート資産への投資

を、事実上義務付ける内容が盛り込まれた 

③株式型個人貯蓄口座（Individual Savings Account、ISA）を通じた個人による LTAF 投資促進 

 2026 年 4 月 6 日より、LTAF が株式型 ISA の税制優遇の対象となった 

（出所）各種資料より野村資本市場研究所作成 
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日本においても、国内籍のファンドについて、資産運用業協会（当時は投資信託協会）

の「投資信託等の運用に関する規則」にて、2023 年 12 月に、投資信託における未上場株

式等の組入れの上限が原則 15％と明確化された（適用開始は 2024 年 2 月）。また、2026

年 4 月には、15％の上限を一時的に超えることを認める実務的な規制緩和も措置されるな

ど、上場株式と非上場株式の双方に投資するクロスオーバー投資信託の組成を促す動きが

見られる。 

その中には足元で投資家の注目を集めているファンドもある（図表 14）。例えば、

2026年 6月 12日に新規株式公開（IPO）を行ったスペース・エクスプロレーション・テク

ノロジーズ（スペース X）を IPO 前から組み入れるベイリー・ギフォード世界成長企業戦

略／SMT.LN 外国投資証券ファンドは、同年 4 月に 229 億円、5 月に 439 億円と多額の純

流入を記録している12。 

さらに、政府・与党からは、欧州の ELTIF や英国の LTAF のように、プライベートア

セットへの投資を加速させる公募投資信託の新たな枠組みの創設を企図する方針が示され

ている。前述の「日本成長戦略（案）」には、「投資商品の多様化やスタートアップ企業

等への成長資金の供給促進を図るため、顧客保護に留意しつつ、プライベート資産に特化

した投資信託の枠組みを整備」との文言が盛り込まれた。また、2026 年 5 月 14 日に自由

民主党の資産運用立国議員連盟が高市早苗内閣総理大臣に提出した「日本成長戦略を金融

面から支える『資産運用立国』のアップグレード」においても、「EU・英国では、低流

動性資産への長期投資を目的とするファンド枠組み（ELTIF、LTAF）が整備されており

（中略）投資商品の選択肢を拡げていく観点から、諸外国の事例を参考に、顧客保護に留

意した上で、プライベートアセットへの投資に特化した新たなリテール向け投資信託の枠

組みを整備すべきである」とし、また、投資家保護の観点から、「顧客属性を踏まえた販

売・勧誘態勢が確保されるべき」と示された13。 

図表 14 主な国内籍クロスオーバー投信とその純資産総額（2026 年 6 月末時点） 

ファンド名 資産運用会社 設定日 純資産総額 

ベイリー・ギフォード世界成長企業戦略／

SMT.LN 外国投資証券ファンド 

三菱 UFJ アセットマネジメント 2021/9/13 1,330 億円 

ひふみクロスオーバーpro レオス・キャピタル 2024/9/12 521 億円 

野村日本新鋭成長株ファンド 野村アセットマネジメント 2024/9/2 351 億円 

Fundnote IPO クロスオーバーファンド fundnote 2024/12/13 22 億円 

（注） 純資産総額の億円未満は四捨五入。 
（出所）各種資料より野村資本市場研究所作成 

 

 
12  資産運用業協会「投信総合検索ライブラリー」。 
13  ELTIF、LTAF では投資家保護の観点において次のような規制が定められている。ELTIF2.0 は、個人投資家へ

の販売に際しては金融商品市場指令（MiFIDⅡ）の適合性テストに準拠し、投資経験や財務状況、投資目的、
リスク許容度等の審査が必要となる。LTAF は、英金融行為規制機構（FCA）が定める制限マス市場投資商品
（RMMI）に分類され、一定以上の資産や投資経験や知識等を有する個人、あるいは RMMIへの投資額を純資
産の 10％までに制限する制限投資家等に限定している。 
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３．プライベートアセットを組み入れた公募投資信託の増加 

2025 年末時点における、プライベートアセットを組み入れた公募投資信託の純資産総額

は、国内籍、外国籍を合わせて 1 兆 3,201 億円に上り、2024 年末時点の 4,170 億円から 3.2

倍に増加している14。2026 年 5 月末時点の純資産総額を見ると、トップは「ブラックス

トーン・プライベート・エクイティ」で、その資産残高は約 4,300 億円に上る（図表 15）。 

もっとも、全体で見ると、プライベートアセットが組み入れられた公募投資信託の認知

度や投資経験者の割合は限定的である。日本証券業協会の調査15によると、プライベート

アセットに投資する投資信託については「知っている」との回答が個人投資家全体のうち

28.3％に留まり、実際に投資を行った割合はわずか 1.8％であった。一方、英国投資協会

（Investment Association）が英国の個人投資家を対象に行った調査によれば、LTAF の認知

度は 41％にのぼっており16、日本の投資家とは大きな差異が見られる。日本において今後、

プライベートアセット投資のさらなる普及を進めるうえでは、認知度向上に向けた取組み

から行う必要があると考えられる。 

なお、上記日本証券業協会の調査では、収入別でみると、収入が多いほど認知度や投資

意欲が高いとの結果が示された（図表 16）。年代別においても、わずかではあるものの、

若い世代ほど認知度が高く、投資意欲も高い結果がみられた17。収入や投資期間の観点か

ら、比較的リスク許容度が高く、短期的な流動性ニーズも少ない層において足元の認知や

投資意欲が高まっていると言えよう。 

図表 15 プライベートアセットを組み入れた主な公募投資信託（2026 年 5 月末時点） 

ファンド名 資産運用会社 設定日 純資産総額 

ブラックストーン・プライベート・エクイティ・ 
ストラテジーズ投信 米ドル建て 

ブラックストーン 外国籍 2024/2/29 4,294 億円 

ダ イ ワ ・ ワ ー ル ド ・ フ ァ ン ド ・ シ リ ー ズ  
－ダイワ・ブラックストーン・プライベート・ 
クレジット・ファンド（米ドル建て） 

ブラックストーン 外国籍 2023/5/31 3,290 億円 

ゴールドマン・サックス・プライベート・ 
クレジット戦略投信 米ドル建て 

ゴールドマン・サックス・ 
アセット・マネジメント 

外国籍 2024/11/27 1,940 億円 

野村マッコーリー・プライベート・インフラ・ 
ファンド 

野村アセットマネジメント 国内籍 2025/2/21 1,266 億円 

日 興 ワ ー ル ド ・ ト ラ ス ト － ア レ ス ・ 
ストラテジック・インカム・ファンド円建 
(ﾍｯｼﾞなし)ｸﾗｽ 

ア レ ス ・ マ ネ ジ メ ン ト ・ 
コーポレーション 

外国籍 2025/7/24 903 億円 

  （注） 1. 外国籍投資信託の資産運用会社は主な投資対象ファンドの資産運用会社。 
      2. 純資産総額の億円未満は四捨五入。 
  （出所）日本証券業協会、各社運用報告書等より野村資本市場研究所作成 

 
14  「プライベート資産投信、残高 1 年で 3 倍」『R&I ファンド情報』2026 年 2 月 23 日号。 
15  日本証券業協会「個人投資家の証券投資に関する 意識調査報告書」2025 年 9 月。 
16  The Investment Association, “ISA Barometer 2026: Investing in Britain: UK Investment in a Changing ISA Landscape,” 

June 2026. 
17  LTAFへの投資を検討している英国個人投資家の割合も Z 世代：81％、ミレニアル世代：71％、X 世代：48％、

ベビーブーマー世代：32％であり、若い世代ほど高い傾向にある（The Investment Association, “ISA Barometer 
2026: Investing in Britain: UK Investment in a Changing ISA Landscape,” June 2026）。 
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図表 16 プライベートアセットの公募投資信託への投資意欲 

   

  
（出所）日本証券業協会「個人投資家の証券投資に関する意識調査」2025 年 7 月より野村資本 

市場研究所作成 
 

４．今後の注目点 

プライベートアセットへの投資は世界的に拡大基調にあり、個人投資家にとっても幅広

い資産への分散投資を行い、さらなるリターンを追求する選択肢の 1 つとして有効になり

得ると考えられる。そして、既述の通り、日本においてもそうした個人投資家の需要と国

内経済の発展を企図し、プライベートアセットに特化した公募投資信託の枠組み設立を目

指す動きもみられる。 

一方で、プライベートアセット・ファンドの一類型であるプライベート・クレジット・

ファンドでは、投資家による解約請求を制限する動きが出ており18、改めてその流動性や

ボラティリティの高さ等の問題に注目が集まっている。こうした資産への投資については、

制度整備とあわせて、個人投資家が、適切に投資リスクを自身の許容度に照らし合わせて

判断するための金融経済教育の重要性も指摘できよう。 

 
18  2026 年 2 月 18 日に、ブルー・アウル・キャピタルが運用する個人投資家向けのプライベート・クレジット・

ファンドで、解約請求が相次いだため同社が解約請求の受付停止。その後、他社が運用する同様のファンド
においても解約請求が相次ぐ等問題が広がった。詳細については橋口達・小立敬「米国プライベート・クレ
ジット・ファンド市場の混乱と論点整理」『野村資本市場クォータリー』2026 年春号参照。 
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